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地域年金展開事業の主な取組

◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上などのため、関係機関との連携協力のもと、「年金
制度説明会」や「年金セミナー」「出張年金相談」などを実施する。

◆日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動、都道府県ごとに関係者や有識者からなる「地域年
金事業運営調整会議」を開催のうえ、事業推進の意見や助言を伺い事業展開を図る。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシなど活動に役立つ情報を提供。
年金委員
活動支援事業

職員が自治体や民間企業、関係機関、関係団体などに出向き、事務担当者や従業員・所属員・加入員向
けの年金制度説明会を実施。
市区役所・町村役場の広報誌や行事などを通じ年金制度や日本年金機構が行う事業の周知、ポスター・
チラシの掲示や設置、配布の依頼など。

地域連携事業

職員が、大学や短大、専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの年金セミナーを実施。
大学での学生納付特例制度の相談・申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設置、配布の依頼など。年金セミナー事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応えるため、市区役所・町村役場や大規模商業
施設、イベント会場などで、出張年金相談や免除申請窓口を開設。

地域相談事業

公的年金制度の普及・啓発などの検討や年金事務所が行う事業への意見・助言を行うため、学識経験者
や関係機関などを委員として都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

大学生等に対する学生納付特例制度の周知及び市区町村役場及び商業施設等での各種相談会や納付相談
会等を集中的に行い、公的年金制度に対する正しい理解の促進を図る。

ねんきん月間
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○地域連携事業
計画 実績 総括及び課題

市
町
村

① 窓口へのポスター掲示
等

② 広報誌への記事掲載
③ 職員への年金制度説明

④ 都市国民年金協議会へ
の参加

⑤ 市区町村担当職員向け
情報誌「かけはし」の
配布

① 市町村の窓口へ法律改正等のポスター掲示及び
リーフレット等配置

② 市町村広報誌へ年金に関する記事を提供（出張相談日程等）
③ 市町村職員への研修会を下記のとおり実施

④ 第72回鹿児島県都市国民年金協議会への参加
（10月8日、西之表市開催）

⑤ 情報誌「かけはし」の配布
（1月、3月、5月、7月、9月、11月）

【総括】
① ねんきんネット利用案内に関するポス
ター・リーフレットを市町村に送付し
協力を依頼。また、アニュアルレポー
トも送付し、事業状況について報告を
行った。

② 出張相談日程等について「市政だよ
り」に掲載した。（鹿児島南、川内、
加治木）

③ 市町村職員への研修については、各年
金事務所毎に定期的に行っている。

④ 九州厚生局や九州地域第二部代表年金
事務所熊本東年金事務所と協力しつつ、
各市町村からの質問事項や要望に対
する回答を行った。

⑤ 情報誌「かけはし」を用いた国民年金
制度の周知・広報

【課題】
〇 情報提供や報告連絡相談の充実を図り、
市町村担当職員との意思疎通を更に
向上させる。

事務所 実施日 対象市町村 対象者 参加

鹿児島北 6月11日 県内 国民年金事務担当者 58名

鹿児島北 7月23日 日置市 国民年金事務担当者 7名

鹿児島北 12月24日 鹿児島市 国民年金事務担当者 15名

鹿児島南 5月24日 管内市町村 国民年金事務担当者 17名

川内 11月22日 管内市町村 国民年金事務担当者 14名

加治木 6月7日 管内市町 国民年金新任担当者 12名

鹿屋 国民年金事務担当者 名

奄美大島 5月17日 管内市町村 国民年金事務担当者 18名

奄美大島 11月15日 管内市町村 国民年金事務担当者 17名
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計画 実績 総括及び課題

社
会
保
険
労
務
士
会

① 鹿児島県社会保険労務士
会との定期協議

② 会員への研修

③ 算定基礎研修会

④ 出張年金相談の実施

① 鹿児島県社会保険労務士会との連絡会議
参加者：鹿児島県内副所長と社労士会長及び副会長等

・毎月会議の開催
鹿児島北年金事務所副所長、社会保険労務士会より参加。
街角の年金相談センターオフィス長も4半期に1回参加。

② 社労士への研修は下記のとおり実施した
・他に事務所の月次及び週次の時間外職員研修に社労士が任
意参加

③ 令和元年度における算定基礎届事務の研修会を実施する。

④ 各事務所での出張相談への参加

【総括】
○ 予定を計画的に実施できた。

○ 全国健康保険協会との連携
協会けんぽからも参加し下記について
研修を行う。

「制度改正とその他周知事項につい
て」

【課題】
〇 事務処理誤り防止に向けた、研修及
び教育・指導における協力連携の強化
を更に図る。

○ 増える年金相談への対応

社労士会 実施日 場所 主な議題 参加

鹿児島県 毎月 労務士会

鹿児島地区 8.28
鹿児島サンロイヤ
ルホテル 行政等連絡協議会 62名

霧島地区 9.7 ホテル京セラ 行政等連絡協議会 34名

北薩・
串木野地区 10.9 川内ホテル 行政等連絡協議会 35名

大隅地区 10.11 ホテルさつき苑 行政等連絡協議会 28名

奄美地区 10.18 奄美観光ホテル 行政等連絡協議会 13名

日時 場所 主な議題 参加

6.18
鹿児島サンロイ
ヤルホテル

算定基礎届について 名

名
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計画 実績 総括及び課題

社
会
保
険
委
員
会

① 鹿児島県社会保険委員会
の会議での年金制度説明
及び事業協力要請

② 南九州四県委員会での年
金制度説明及び事業協力
依頼

① 鹿児島県社会保険委員会と事業連携し、年金制度の説明を行
うとともに事業協力を要請（出席：所長、副所長等）
※ 委員会総会へ参加他

② 那覇市で開催された南九州四県委員会に鹿児島県内の委員が
参加し、各県の活動報告、意見交換会を実施する。
（当日参加者数：103名、鹿児島県内参加者：29名）
※ 令和2年度は10月23日宮崎県で開催予定

【総括】
① 各支部についても管轄の年金事務所に
おいて事業協力が行われており、年金
制度周知を図っている。

② 熊本、宮崎、鹿児島、沖縄の4県で1
年に1回各県持ちまわりで連絡会議が
開催されている。
本年度は那覇市において、開催された。
会議において年金制度の説明及び事業
協力依頼等が行われた。

【課題】
〇 社会保険委員会では加入者数が減少し
ている状況であり、組織強化のために
も連携しながら、情報提供の同意が
あった年金委員及び健康保険委員に関
して、社会保険委員会の周知を行うな
ど、相互での協力を強化する必要があ
る。

〇 鹿児島県
平成30年3月末・・・・1,697人
平成31年3月末・・・・1,681人
令和 元年12月末・・・ 1,680人南九州四県社会保険委員会

連合会連絡会議

日時：令和元年11月1日
場所：沖縄県那覇市

委員会名 日程 内容 参加者

鹿児島北支部 5/29 年金制度説明 ４０人

鹿児島南支部 5/24 年金制度説明 ４５人

加治木支部 5/23 年金制度説明 ２８人

川内支部 5/22 年金制度説明 ４６人

鹿屋支部 5/24 年金制度説明 ４５人

奄美大島支部 4/11 年金制度説明 ９人

奄美大島支部 11/21 年金制度説明 ８人
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計画 実績 総括及び課題

社
会
保
険
協
会

① 広報誌への記事掲載

② 研修会への講師派遣

③ 社会保険協会と共催し
た年金委員表彰式の実
施

① 社会保険協会発行の広報誌
「社会保険かごしま」へ年金
に関する記事を掲載(隔月)

送付数：約11,500 部
（県内の協会会員事業所）

・毎月「広報委員会」を開催
年金事務所、協会けんぽ
社会保険協会

② 社会保険協会主催の講習会・セミナーに講師の職員を派遣

※ 社会保険協会主催で、県内各地で新任事務、担当者研修会実施
18回会場 （448人参加）

③ 年金委員・健康保険委員表彰式(11/15 場所：鹿児島市)
主催：日本年金機構・全国健康保険協会
共催：社会保険委員会・社会保険協会
（※ 詳細は、「ねんきん月間」及び「年金の日」による取組に

て報告）

【総括】
① 隔月で社会保険協会加入事業所へ送付
している広報誌に年金制度周知関係の
記事及び出張年金相談の日程などの記
事を掲載している。

② 社会保険協会主催の事務講習会に、年
金事務所から講師を派遣して年金制度
の周知を図っている。

③ 年金委員表彰式の開催に際して、年金
委員活動の活性化のためには、事業主
の理解と協力が不可欠のため、本年度
も社会保険協会に共催いただいている。

【課題】
〇 事業主を会員とする社会保険協会は、
年金制度の周知及び啓発において重要
な団体であり、更に連携協力を強化し
ながら、事業推進を図っていく。

〇 研修内容の検討が必要である。

本年は「事務手続きの変更点」
「在職老齢年金について」

上記2点について説明を行った。

事業 地区 場所 実施年月日 参加者

新任担当研修会 川内地区 川内文化ホール 5/21 ２２人

新任担当研修会 鹿屋地区
鹿屋市農業セン
ター

5/23 ２４人

「社会保険かごしま」記事（一部）
「年金の日」における県内年金事
務所の開所相談案内
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計画 実績 総括及び課題

全
国
健
康
保
険
協
会

① 定期的な連絡調整

② 健康保険協会と共催した
年金委員表彰式の実施

① 毎月、年金事務所、社会保険協会職員と隔月発行の「社会
かごしま」掲載記事の内容について「広報委員会」を開催

② 年金委員・健康保険委員表彰式
（11/15 鹿児島サン ロイヤルホテル）
主催：日本年金機構・全国健康保険協会
共催：社会保険委員会・社会保険協会
（※ 詳細は、「ねんきん月間」及び「年金の日」による取組
にて報告）

【総括】
① 会議による定期的な連絡調整や臨時
の情報交換等により組織間の協力連
携体制は図られている。
② 年金委員表彰式は以前より合同で実
施しており、研修会も含め盛況に実
施できた。
【課題】
〇 今後も更なる協力連携を進めるため、
相互での意見調整を図る。

そ
の
他

① 民生委員・児童委員、社
会福祉協議会等への年金
制度説明

① 民生委員・児童委員等に対し年金制度に関する説明会を開
催

【総括】
① 様々な方面へ事務説明会や研修会を
実施できた。

【課題】
〇 今後も新規開拓を含め継続して取り
組み、良好な関係維持に努める。

〇 市町村の国民年金担当職員を通じて、
民生委員等への協力依頼が必要であ
る。

※ 加治木年金事務所は管内の民生
委員等の会合へ積極的に参加し、
年金制度等の説明を行っている。

日時 場所 主な議題 参加

鹿児島南 12/2 指宿地区民生委員 年金制度説明 65名

川内 10/10
薩摩川内市
社会福祉協議会 年金制度説明 40名

加治木 9/5 霧島市民児協連合会 年金制度説明・相談予約 15名

加治木 10/9 牧園地区民生委員 年金制度説明・相談予約 35名

加治木 10/11
姶良地区官公署長
協議会

年金制度説明・相談予約 25名

加治木 11/7 福山地区民生委員 年金制度説明・相談予約 30名

加治木 11/7 姶良地区民生委員 年金制度説明・相談予約 85名

加治木 11/8 加治木地区民生委員 年金制度説明・相談予約 38名

加治木 11/8 湧水町民児協 年金制度説明・相談予約 53名

加治木 11/12 溝辺地区民生委員 年金制度説明・相談予約 30名

加治木 11/13 蒲生地区民生委員 年金制度説明・相談予約 25名

加治木 11/14 横川地区民生委員 年金制度説明・相談予約 25名

加治木 12/2 隼人地区民児協 年金制度説明・相談予約 65人
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計画 実績 総括及び課題

そ
の
他

② 事業所での年金制度説明
会、社会保険事務担当者
に対する説明会及び研修
会

※ 社会福祉協議会、ＪＲ鹿児島中央駅、鹿児島市交通局、
葬儀社等へ「年金相談予約制」、「年金ネット」の周
知のポスター、パンフレットの掲示依頼を行う。

② 年金制度説明会の開催、社会保険事務担当者向けの算定基礎
事務説明会、研修会を開催

【総括】
② 様々な方面へ事務説明会や研修会を実
施できた。

【課題】
〇 今後も新規開拓を含め継続して取り組
み、良好な関係維持に努める。

① 前年度から49名の参加者減。
② 対象事業所（前年度新規適用事業所）
の選定を再考する必要があると思われ
る。

日時 場所 主な議題 参加

鹿児島北 6/25
鹿児島県民交流セン
ター

算定基礎事
務説明会

86名

鹿児島南 6/20
鹿児島市民文化ホー
ル

74名

川内 6/27
薩摩川内市
国際交流センター

65名

加治木 6/19 加音ホール 44名

鹿屋 6/24 鹿屋市中央公民館 54名

奄美大島 6/21 奄美振興会館 25名

合計 343名

30年度 392名

加治木 12/5 伊佐市民児協 年金制度説明・相談予約 130人

加治木
12/10 国分地区民児協 年金制度説明・相談予約 100人

加治木 12/13 霧島地区民児協 年金制度説明・相談予約 25人
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○年金セミナー事業
計画 実績 総括及び課題

年
金
セ
ミ
ナ
ー

① 年金セミナー実施に向け
た教育機関への積極的な
協力依頼

② 鹿児島北、鹿児島南、川
内、加治木、鹿屋、奄美
大島年金事務所ごとに、
管轄地区の学校に対して
文書依頼した後、個別に
電話及び訪問でのアプ
ローチを行い、セミナー
を実施する。
（平成30年度実施校の
継続実施に努める）

① 年度当初（４～５月）県代表の鹿児島北年金事務所より鹿児
島県教育庁教育委員会に対して協力依頼を行った。
② 実績は以下のとおり（目標には昨年度実績を計上）

【総括】
① 教育機関における協力依頼について
は、例年どおり関係機関に赴き、地
域年金展開事業についての継続した
協力依頼を行い、鹿児島県内の学校
に関してのセミナー実施と周知広報
について賛同をいただいた。
また、運営調整会議の委員をお願い
している、鹿児島県県教育庁高校教
育課にも継続した協力を依頼した。

② 県内の大学、短期大学等に新規実施
に向けてアプローチを行った。

【課題】
〇 セミナーに関しては、昨年度よりア
プローチの回数は増加しているが、
昨年並みの実施校、回数となってい
る。続けてアプローチを行い、新規
開催校の開拓が必要である。

目標 大学短大
専門
学校
高等
学校
中学
校
支援
学校 計 昨年度実

施結果

鹿
児
島
北

ｱﾌﾟﾛｰﾁ 40回 回 回 回 回 回 回 40回

セミナー 26回
４校
４回

8校
13回

１校
６回

0校
0回

0校
0回

13校
23回

21校
26回

鹿
児
島
南

ｱﾌﾟﾛｰﾁ 3回 0回 0回 3回 0回 0回 3回 3回

セミ
ナー 5回

０校
０回

０校
０回

0校
0回

0校
0回

０校
０回

0校
0回

5校
5回

川
内

ｱﾌﾟﾛｰﾁ 13回 １回 ０回 14回 ０回 1回 13回 13回

セミ
ナー 12回

２校
2回

０校
０回

0校
0回

０校
０回

1校
1回

3校
3回

11校
12回

加
治
木

ｱﾌﾟﾛｰﾁ 12回 4回 3回 5回 0回 0回 12回 12回

セミ
ナー 11回

2校
2回

3校
3回

4校
5回

0校
0回

2校
2回

11校
12回

10校
11回

鹿
屋

ｱﾌﾟﾛｰﾁ 10回 0回 2回 ８回 ０回 0回 10回 10回

セミ
ナー 7回

0校
0回

2校
2回

0校
０回

０校
０回

０校
０回

２校
２回

7校
7回

奄
美
大
島

ｱﾌﾟﾛｰﾁ 26回 0回 １回 16回 0回 0回 17回 26回

セミ
ナー 7回

0校
0回

１校
１回

1校
1回

0校
0回

0校
0回

2校
2回

7校
7回

合
計

ｱﾌﾟﾛｰﾁ 87回 回 回 回 回 回 回 87回

セミ
ナー 68回

8校
8回
14校
19回

5校
12回

0校
0回

３校
３回

30校
42回

61校
68回
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計画 実績 総括及び課題

年
金
セ
ミ
ナ
ー

③ 地域年金推進員の委嘱 ③ １名委嘱中
・県内の高校及び中学校に赴きセミナー実施の依頼を行うと
ともに、講師として活躍していただいた。

【総括】
③ 学校との連絡調整及びセミナー講師
として積極的に活動を行っている。

【課題】
〇 元年度の委嘱枠は九州地域第二部で6
名あり、県代表事務所に1名の枠があ
る。他県の委嘱状況を勘案しながら、
関係団体を通じて委嘱を推進する。

わ
た
し
と
年
金
エ
ッ
セ
イ

① 年金制度の意義や公的年
金制度と国民の結びつき
などについて考えていた
だくため、ご自身やご家
族などの身近な方と公的
年金制度とのかかわりに
ついてエッセイを募集す
る。

① ・県立及び私立高等学校校長会へ年金エッセイ募集の協力
依頼を実施
・教育委員会に対し、年金エッセイの募集の協力依頼
・高校、大学等へ年金セミナーのアプローチに加え、年金
エッセイの協力依頼を実施
・本年は「鹿児島県立中央高等学校」から３名の募集

【総括】
① 全国では昨年を上回る1,290件（う
ち学生からは1,186件）の応募あり。

【課題】
〇 年金セミナー実施校へのさらなる協力
依頼を行う。

〇 新年度前に協力依頼が必要である。

リ
ー
フ
レ
ッ
ト
等
の
設
置

① 大学等に対し、学生納付
特例制度に関するポス
ターやリーフレット等の
設置を依頼する。

① 九州厚生局 年金調整課の「学生納付特例制度アンケート」
により、パンフレットを送付

【総括】
① 大学への設置依頼を要する。

【課題】
〇 学生納付特例事務法人の勧奨を継続的
に進め、更なる利便性及び申請率向上
を図る必要あり。
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○地域相談事業
計画 実績 総括及び課題

自
治
体
（
市
町
村
）

① 遠隔地の市町に赴き、年
金全般にかかる相談・受
付窓口を開設

① 各市町における実施結果は以下のとおり 【総括】
① 計画どおり実施することにより、年
金事務所から遠隔地の地域住民の利
便性の向上が図れた。また、市区町
村との協力連携の向上に寄与した。

【課題】
〇 地域住民のニーズに応えられるよう、
関係機関と連携して取り組む必要あ
り。
・隔月開催を毎月開催への要望への
対応
・年金事務所の体制確保が必要であ
る。

〇 完全予約制のため、日程調整が合わ
ず翌月の予約になることがある。

〇 年金事務所の人員では体制が取れず
労務士会からの応援が必要。

年金
事務所

実施
月

市区町村 事業名 回数 相談者数

鹿児島北

毎月 日置市 出張相談 8回 152人

毎月 西之表市 出張相談 16回 247人

隔月 南種子町 出張相談 2回 24人

隔月 中種子町 出張相談 2回 30人

隔月 屋久島町 出張相談 6回 91人

鹿児島南

隔月 指宿市 出張相談 7回 38人

隔月 枕崎市 出張相談 6回 39人

隔月 南九州市 出張相談 7回 22人

隔月 南さつま市 出張相談 6回 51人

川内

毎月 出水市 出張相談 9回 154人

隔月 薩摩川内市 出張相談 2回 16人

隔月 阿久根市 出張相談 4回 34人

四半
期月

いちき
串木野市

出張相談 3回 19人

隔月 さつま町 出張相談 3回 17人

隔月 長島町 出張相談 3回 18人

加治木
毎月 伊佐市 出張相談 9回 165人

隔月 湧水町 出張相談 3回 34人
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○地域相談事業
計画 実績 総括及び課題

自
治
体
（
市
町
村
）

※ 街角の年金相談センター鹿児島（オフィス）

年金
事務所

実施
月

市区町村 事業名 回数 相談者数

鹿屋

毎月 曽於市 出張相談 7回 24人

毎月 志布志市 出張相談 8回 74人

毎月 肝付町 出張相談 1回 1人

奄美大島

隔月 喜界町 出張相談 6回 34人

隔月 徳之島町 出張相談 10回 31人

隔月 天城町 出張相談 3回 12人

隔月 伊仙町 出張相談 6回 12人

隔月 和泊町 出張相談 2回 5人

隔月 知名町 出張相談 2回 5人

隔月 与論町 出張相談 4回 15人

合 計 27市町村 145回 1,364人

実施月 市町村 事業名 回数

毎月
鹿児島市
（谷山）

出張相談 9回

毎月 霧島市 主張相談 9回
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計画 実績 総括及び課題

労
働
局
関
係
機
関

① 年金説明会の開催及び免除
申請等の相談窓口の開設

① 各ハローワークにおける実施回数等は以下のとおり 【総括】
① 事務所所在地のハローワークで、主に
失業者を対象とした年金説明会を実施。
ハローワークの説明会では免除申請窓
口を開設し免除申請書などの受付行っ
た。

【課題】
〇 全説明会会場における申請書等の受付。
申請窓口の開設に向けた体制作り。

【鹿児島県内受付件数】
免除・・・・・・・162件
関係届・・・・・・140件

事務所 ハローワーク 実施回数 対象者数

鹿児島北 ハローワークかごしま 44回 5,910人

鹿児島南 ハローワークプラザ 19回 450人

川内 ハローワーク 17回 401人

加治木 ハローワーク国分 28回 2,268人

加治木 ハローワーク大口 2回 36人

奄美大島 ハローワーク名瀬 30回 186人

合計 5か所 110回 9,251人

30年度実績 240回 14,635人
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計画 実績 総括及び課題

教
育
機
関

① 学生納付特例申請等の相
談窓口の開設

① 鹿屋年金事務所で学生納付特例申請相談窓口開設 【総括】
① 本年度は大学（１校２日）において実
施出来た。

【課題】
〇 より多くの方へ周知を図るために、県
内の大学校に依頼を行い、拡充を図る。

企
業
・
団
体
等

① 従業員および事務担当者
への年金制度説明会

① 企業の従業員及び事務担当者の事業状況は下表のとおり
（※ チラシ配布は、「予約相談」と「ねんきんネット」）

【総括】
① 事業所からの要望及び事業所の事務担
当者が集まる機会を利用して、年金制
度説明会を実施するとともに、事業所
及び県内の金融機関に予約相談とねん
きんネットの周知を行った。

【課題】
〇 予約相談及びねんきんネットについて
は、未だ周知不足であり、取組を強化
する。

事務所
実施日
（回数）

主な企業・団体等 事業内容 人数

鹿児島北 12/13
沖永良部学校
事務所職員

年金制度全般 12人

鹿児島南 8/28 鹿児島テレビ放（株） 年金制度説明 ４人

鹿児島南 12/2
公益社団法人 鹿児島
県農業・農村振興協会

年金制度説明 19人

川内 6/21 南日キューワ（株） 年金制度説明 ７５人

鹿屋 5/31

鹿児島県アパレル協会
中国人実習生の国
民年金加入

１１人

鹿屋 11/28 ２４人

鹿屋 11/14
鹿児島県社会保険
労務士会大隅支部

年金制度説明会 16名

合計 7回 161人

事務所 実施日
大学
専門学校

人数

鹿屋
7/26～
7/27

鹿屋体育大学 12人
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計画5 実績 総括及び課題

民
間
施
設
等

① 各地域の利便性の高い商
業施設に赴き、年金全般
にかかる相談・受付窓口
を開設

① ねんきん月間において以下のとおり実施
※ 詳細は「ねんきん月間」及び「年金の日」の取組にて報告

本年度は11月30日が土曜日のため、県内年金事務所を開所し
年金相談等を実施

【総括】
① 本年は商業施設等での開設は行わず。

【課題】
〇 会場や相談者数を増やす方策（事前周
知等）が必要。

〇 他県では、事務所開所に加え、商業施
設等での年金相談所の開設を行ってい
る。

社
会
福
祉
施
設

① 養護学校や養護施設等赴
き、職員や保護者に対し
年金制度説明の開設

① 施設からの依頼により、以下のとおり実施 【総括】
① 老健施設や支援学校での制度研修につ
いては、施設の担当者や受給者の保護
者等にも年金制度を周知でき、効果的
であると思われる。

【課題】
〇 今後も継続して実施する。

事務
所

実施日 施設 内容 人数

加治木 11/13 徳郎 嘉祥園 年金制度説明 10人

加治木 2/7 加治木養護学校 年金制度説明 10人

加治木 3/5 牧之原養護学校 年金制度説明

合計 20人

（比較）
平成30年度初めて実施
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○年金委員活動支援事業
計画 実績 総括及び課題

① 研修及び意見交換の実施 ① 実務研修会の実施状況（平成31年度） 【総括】
① 職域型年金委員の研修会は、定期的
に実施した。
民生委員、年金委員を対象に研修会
の実施。（10項）

【課題】
〇 今後は、具体的な活動内容なども含
めた実務研修会を開催する必要があ
る。

〇 全事務所での地域型年金委員の研修
会の実施の必要がある。

【その他の研修活動】

全国年金委員研修会
１０月に、全国の職域型年金委員及び地
域型年金委員の代表者を対象に、日本年
金機構本部で研修を実施した。
鹿児島県からも参加。

事務所
主な開催日
（回数）

主な実施場所
年金
委員

参加者

鹿児島北
11/15
（1回）

鹿児島サンロイ
ヤルホイテル

職域型 154人

鹿児島南

10/29
（1回）

枕崎市妙見センター 職域型 142人

11/26
（１回）

鹿児島サンロイ
ヤルホテル

職域型 174人

川内
11/19
（1回）

薩摩川内市国際
交流センター

職域型 92人

加治木
11/20
（1回）

加音ホール 職域型 66人

鹿屋

11/21
（1回）

鹿屋中央公民館 職域型 92人

10/28
（１回）

曽於市末吉総合
センター

職域型 16名

10/18
（１回）

志布志市文化会
館

職域型 9名

奄美大島
11/28
（1回）

奄美振興会館 職域型 58人

合計 9回 職域型 803人
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○年金委員活動支援事業
計画 実績 総括及び課題

事務所
主な開催日
（回数）

主な実施場所
年金
委員

参加者

鹿児島北 10/18
西之表市民会
館

地域型 3人

鹿児島南

地域型 人

地域型 人

加治木 10月 加治木
年金事務所 地域型 2人

合計 ４回 地域型 人
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計画 実績 総括及び課題
② 積極的な情報提供及びアンケー
トの実施

③ 委嘱数拡大に向けた取組

④ 年金委員表彰の実施

② 【職域型】各種啓発資料の送付
・新規適用事業所を対象に年金委員制度加入の案内送付
【地域型】各種啓発資料の送付
・地域型年金委員に対して情報誌
「なごみ・便り」を作成し 6月、
8月、10月、12月に発送した
（委員数245名）
・地域型年金委員に対し
「アニュアルレポート2018」発送
「年金委員［地域型］活動の手引き」
の送付

③以下のとおり実施

④ 年金委員・健康保険委員表彰式
（11/15 鹿児島サンロイヤルホテル）
主催：日本年金機構・全国健康保険協会
共催：社会保険委員会・社会保険協会
（※ 詳細は、「ねんきん月間」及び「年金の日」による取組に

て報告）

【総括】
② 職域型及び地域型の啓発資料の送付
については予定どおり実施できた。
更に、地域型年金委員に対しては、
地域調整課において情報誌「なご
み・便り」を作成し隔月で発送した。
【課題】
〇 職域型の委嘱拡大のために、未委嘱
事業所にアンケートを送付するとと
もに、各種啓発資料の送付を行う必
要がある。

【総括】
③ 勧奨文書等を発送した事務所もあっ
たが、県全体の取組みにはならな
かった。

【課題】
〇 全事務所がスケジュールを立て、年
間を通じての職域型年金委員の委嘱
数拡大の取組みを行う。地域型年金
委員は、推薦母体となる市町村や関
係機関のOB会等への積極的な取り
組みが必要。

④ 総括及び課題は「ねんきん月間」及
び「年金の日」による取組にて報告。

事務所 実施月 勧奨内容 年金委員 対象数

鹿児島北 6月 事業所へ勧奨文書 職域型 131所

鹿児島北 8月 事業所へ勧奨文書 職域型 156所

鹿児島南 6月 事業所勧奨 職域型 326所

川内 ６月 事業所へ勧奨文書 職域型 207所

川内 ８月 事業所へ勧奨文書 職域型 21所

奄美大島 11月 市町村へ推薦依頼文書 地域型 1市4町2村

21



○地域年金事業運営調整会議
計画 実績 総括及び課題

○ 平成31年度第１回
鹿児島県地域年金事業運営調
整会議の実施

第１回目 平成31年６月２９日
第２回目 令和2年2月27日
開催時間 １４：００～１６：００
場 所 鹿児島北年金事務所 3階会議室

＜議事要旨＞
各議題、各委員から質疑、意見交換を行っていただき、「平
成30年度地域年金展開事業実施結果」および「令和元年度地域
年金展開事業実施計画」について承認をいただいた。

【総括】
〇 年金事務所が策定した地域年金展開事業
を充実させるためのご意見を、各委員か
ら多数いただいた。

【課題】
〇 出された意見に関して検討するとともに、
事業推進において改善を図っていく。

〇 次回の配布資料に工夫を行う。
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取組 実績 総括及び課題
① 出張年金相談

（大規模商業施設）

① 令和元年11月30日（土）

鹿児島県内年金事務所を開所し、年金相談等を実施する。

【総括】

① 本年の11月30日は土曜日で

あり、県内年金事務所を開所

し、年金相談等を実施。

【課題】

〇 他県では、例年のとおり商業

施設で開所している。

〇 「出張相談」、事務所の相談

体制の確保、育成が課題であ

る。

① 年金委員表彰及び年

金委員研修

① 年金委員表彰及び研修会を、11月15日に 鹿児島サンロイヤルホテルで実施

しました。

表彰式は健康保険委員表彰と合同で行われ、鹿児島県社会保険委員会と鹿児島

県社会保険協会の共催で行われた。（参加数１５４名）

【総括】

① 年金委員の表彰者数。

厚生労働大臣表彰 １名

理事長表彰 １名

理事表彰 ５名

l 全国健康保険協会と合同しての
表彰式実施は協力連携上も有効

な方法である。

l 社会保険委員会及び社会保険協
会との共催も関係団体との連携

を深める効果がある。

【課題】

〇 来年度も継続的な実施を行う。

平成31年度 年金委員・健康保険委員表彰式
及び研修会

○「ねんきん月間」及び「年金の日」における取組
「ねんきん月間」： 日本年金機構では、厚生労働省と協力して毎年１１月を「ねんきん月間」と位置付け、国民の皆さまに年金制度に

対する理解を深めていただくため、全国各地で公的年金制度の普及・啓発活動を展開する。
「年金の日」：国民一人一 人に、高齢期に備え、その生活設計に思いを巡らしていただくことを目的として、１１月３０日（いいみらい）

を「年金の日」に制定している。
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○「わたしと年金」エッセイ
日本年金機構では、公的年金制度の意義や、国民の皆さまとの結びつきなど、皆さまと一緒に考えていく

ことを目的として、応募者ご自身やご家族などの身近な方と公的年金制度との関わり、「わたしと年金」

をテーマにしたエッセイを募集している。

＜エッセイ応募件数（鹿児島県）＞

＜エッセイ募集にかかるご支援、ご協力一覧＞

【総括及び課題】

本年は 、県立高等学校から3件の応募あり。
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○年金セミナー担当者養成
教育機関での年金セミナーや自治体・関係機関・事業所等での年金制度説明会を担当する職員を 養成するために
年金事務所毎にプロジェクトチームを作り研修するとともに、セミナー講師コン ペティション等を開催し技能研
鑽を図る。

取組 実績 総括及び課題
① 年金セミナーコンペ

ティション

① ねんきん月間に向けた取組として、各年金事務所内でセミナー講師養成のため

のプロジェクトチームを作るとともに、九州地域第二部（熊本県、宮崎県、鹿

児島県、沖縄県）の各県代表によるコンペティション（競技会）を行った。

「九州地域第二部管内年金セミナー講師コンペティション」
日時：令和元年9月12日 場所：鹿児島北年金事務所会議室 参加：８組

【総括】

① 年金セミナーコンペは、それ

ぞれに工夫した資料を用意し、

互いの技能研鑽のためにいい

企画となった。今後も、セミ

ナー講師養成のために毎年実

施する。

当県からは、鹿屋、鹿児島北

年金事務所の２チームが参加。

※ 最優秀賞は鹿屋年金事務所の

職員が受賞し、全国大会に出

場した。

※ 全国大会（令和元年10月24

日～25日本部で開催）では

花巻

年金事務所が最優秀賞を受賞

【課題】

〇 全国大会においては、研修資

料を工夫して加工したチーム

もあり、更に分かりやすく親

しみやすくするためのソフト

とハード面の工夫が必要。

コンペテションと実際のセミ

ナーとの内容の検討が必要で

ある。 25



日付 事業名 ご提言内容 対応状況 備考

平成30年２月21日

平成30年度

第２回

運営調整会議

年金委員

活動支援事業
地域型年金委員の研修会の開催

「年金生活者支援給付金」の説明

・鹿児島北：種子島地区で開催（地域型、

職域型年金委員を対象）

・鹿児島南：枕崎市・指宿市で開催

・加治木 ：事務所で開催

令和元年6月27日

令和元年度

第1回

運営調整会議

自動音声案内シ

ステム

高齢者に優しい電話案内、ガイダンス

になっているか。

全国統一した音声案内システムになってお

り、鹿児島県内での変更は難しい。

エッセイ募集

「わたしと年金」の題目の変更はでき

ないか。
全国規模の募集活動であり、題目の変更等

は困難か。

３．主なご提言への取組状況
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４．令和2年度取組方針（案）
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■基本方針

以下の取組を基本方針とする。

○ 年間を通じた、計画的な事業展開

○ 県内一体となった、効果的かつ効率的な事業推進体制の維持

○ 年金事務所ごとの地域性や特性にあった事業展開
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■重点目標

以下の取組を重点取組とする。

① 関係機関（団体）との協力・連携の強化

② 高校、大学等を対象とした年金セミナー及び企業等への年金制

度説明会の積極的実施

① 年金委員の委嘱拡大及び活動支援の充実
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５．令和2年度事業計画（案）
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自治体及び関係機関（団体）等と協力・連携し、地域住民への公的年金制度の周知・啓発の充実を

図る。（前年度以上の実施を目標）

１．自治体及び関係機関（団体）との協力連携

自治体や関係団体の窓口に年金員制度のポスターやリーフレットの設置を依頼する。

市報や会員向け会報等に年金制度や出張年金相談に関する記事掲載を依頼する。

市区町村担当職員に対する研修や事務打合せ会を定期的に開催する。

市区町村担当職員向け情報誌「かけはし」を年６回（奇数月）配布する。

ハローワークにおける国民年金手続きの周知を行う。

２．関係団体との協力連携による公的年金制度の周知等

関係団体へのチラシ・パンフレットの設置、HPへの掲載、地域住民・従業員等への配布、回覧を依頼する。

３．年金委員の委嘱拡大

関係団体へ地域型年金委員の推薦を積極的に依頼する。

職域型年金委員の委嘱勧奨をすすめる。

（１）地域連携事業
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（２）地域相談事業
自治体等での出張年金相談を実施する。 また、ハローワークとの連携による国民年金手続き等の周知

に取組む。（前年度以上の実施を目標）

１．自治体（市区町村）・労働局関係

遠隔地の市区町村に赴き、年金制度説明会や出張年金相談の充実を図る。

ハローワークにおける学特申請窓口、免除申請の窓口を開設する。

２．企業・関係団体等

事業所等に赴き、年金制度説明会や研修会に取組む。

３．教育機関等（大学、専門学校）

大学等に赴き、主に学生納付特例制度にかかる相談・受付窓口を開設する。

４．社会福祉施設等（養護学校、養護施設）

養護学校や養護施設等に赴き、職員や保護者に対し障害年金等を含めた年金制度説明会に取組む。

５．民間施設等（大規模商業施設）

ねんきん月間は、大規模商業施設における年金相談会に取組む。

「年金の日」の相談所開設（令和2年11月30（月））
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（３）年金セミナー事業

関係機関の協力を得て、高等学校等各種学校に対する年金セミナー及びエッセイ募集について、広範か
つ積極的な事業展開に取組む。

１．年金セミナー

（１）職員及び地域年金推進員が中学、高校、大学、短大及び専門学校等に赴き、年金セミナーの実施や「わたし

と年金」エッセイ募集の要請を積極的に行う。

（２）県教育委員会や校長会等に対し、県内の各学校に対する年金セミナー実施やエッセイ募集に関する協力要請

を行う。

（３）学生からの職場訪問やシンポジウムを通じて、年金制度の周知や意見交換に取組む。

（４）各年金事務所の年金セミナーＰＴ（プロジェクトチーム）によるコンペティションを開催することで年金セ

ミナーをより充実させるとともに、若手職員の人材育成にも配慮した取組を行う。

（５）年金セミナーのアンケート結果や先生方のご意見等に基づき、実施方法を工夫する。

２．大学等の窓口へのリーフレット等の設置

大学や専門学校の窓口にポスターやリーフレットの設置を依頼する。

３．学内ＬＡＮ等の電子媒体を用いた周知・広報の実施に向けた協力依頼

従来の紙媒体に加え、より効果的かつ功利的に周知・広報活動を実施するため、学内ＬＡＮ等設置済みの大学等に

対して、学内ＬＡＮ等の活用に向けた協力を依頼する。
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年金委員（職域型、地域型）が実施する職場や地域における公的年金制度の周知、啓発にかかる情報

提供や年金委員に対する研修に取組む。（前年度以上の実施を目標）

１．研修及び情報提供

制度改正や重点協力依頼に関する事項を中心とした研修及び情報提供を実施する。

２．年金委員による制度周知等への協力連携

（１）職域型年金委員による企業内での制度周知

（２）地域型年金委員による地域住民へのチラシ配布等による制度周知

（３）啓発資料（「アニュアルレポート」「退職後の年金手続きガイド」

等の送付

（４）「年金委員活動の手引き」、「なごみ・便り」の送付（地域型のみ）

３．関係団体との連携

事業所に対する制度説明会等を通じて、年金委員制度の周知と委嘱に向けた推薦

依頼に取り組む。

４．委嘱数拡大に向けた取組

（１） 職域型・・・ 年金委員未設置事業所への推薦依頼文書の送付

（２） 地域型・・・ 推薦母体となる関係団体への積極的な推薦依頼

（４）年金委員活動支援事業
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・職域型・地域型の増加目標は、30年度末と令和４年3月31日までの目標。

（４）年金委員活動支援事業

職域型 地域型

30年度末 元年12月末 増減 増加目標 30年度末 元年12月末 増減 増加目標

鹿児島南 434人 428人 －6人 36人 169人 168人 －1人 6人

鹿児島北 264人 270人 ＋6人 39人 29人 26人 －3人 8人

川内 292人 293人 ＋1人 18人 8人 10人 2人 4人

加治木 173人 172人 －1人 16人 5人 5人 0人 4人

鹿屋 344人 340人 －4人 19人 5人 4人 －1人 5人

奄美大島 177人 177人 0人 10人 13人 14人 1人 2人

合計 1,684人 1,680人 －4人 138人 229人 227人 －2人 29人
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（６）地域年金事業運営調整会議

地域、教育、企業の中での年金制度の周知、理解、支援のネットワークの強化及び地域年金展開事業

の推進を図るべく、地域年金事業運営調整会議を開催のうえ、以下の事項につき審議を行う。

１．地域年金展開事業の事業計画の策定・推進について

地域年金展開事業の事業計画、取組方針や実績などの報告を受け、効果的かつ効率的な事業運営のための意見

を聴取する。

２．地域年金展開事業を充実させるための方策について

地域年金展開事業を充実させるための意見交換を行う。

（５）ねんきん月間
11月は、社会保険料（国民年金）控除証明書は発行されるなど保険料を納付されている現役の方々のご自身
の年金に対する関心が非常に高まる時期であることから、厚生労働省と協力して１１月を「ねんきん月間」
とし、公的年金制度の普及・啓発活動及び国民年金保険料収納対策を効果的かつ積極的に行う。

１．大規模商業施設等での出張年金相談会を開催する。

全事務所参加型して出張相談所を開設する。

２．年金委員表彰及び年金委員研修の実施
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（７）その他

１．ねんきんネットの利用促進及び年金相談予約制の周知

以下の事業に際して、周知用ポスターやリーフレットの設置、ホームページ等への掲載の依頼を行う。

（１）市区町村、ハローワーク及び事業所等において開催する年金制度説明会等

（２）年金セミナー事業

（３）市区町村、大学、ハローワーク、商業施設等で実施する出張年金相談事業

（４）職域型及び地域型年金委員に対する年金制度の研修会等
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６．参考資料
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H31.3 H31.4 R1.5 R1.6 R1.7 R1.8 R1.9 R1.10 R1.11 R1.12

福岡
現存数 4,809 4,803 4,801 4,789 4,783 4,782 4,768 4,766 4,747 4,745
前月との比較 -6 -2 -12 -6 -1 -14 -2 -19 -2
H31.3との比較 -6 -8 -20 -26 -27 -41 -43 -62 -64

佐賀
現存数 1,457 1,456 1,456 1,456 1,456 1,456 1,455 1,455 1,456 1,457
前月との比較 -1 0 0 0 0 -1 0 1 1
H31.3との比較 -1 -1 -1 -1 -1 -2 -2 -1 0

長崎
現存数 1,568 1,569 1,569 1,568 1,567 1,567 1,573 1,571 1,568 1,569
前月との比較 1 0 -1 -1 0 6 -2 -3 1
H31.3との比較 1 1 0 -1 -1 5 3 0 1

熊本
現存数 2,310 2,320 2,322 2,322 2,322 2,322 2,342 2,346 2,347 2,348
前月との比較 10 2 0 0 0 20 4 1 1
H31.3との比較 10 12 12 12 12 32 36 37 38

大分
現存数 1,516 1,523 1,522 1,523 1,525 1,525 1,522 1,522 1,522 1,524
前月との比較 7 -1 1 2 0 -3 0 0 2
H31.3との比較 7 6 7 9 9 6 6 6 8

宮崎
現存数 2,311 2,280 2,268 2,265 2,265 2,265 2,264 2,264 2,262 2,267
前月との比較 -31 -12 -3 0 0 -1 0 -2 5
H31.3との比較 -31 -43 -46 -46 -46 -47 -47 -49 -44

鹿児島
現存数 1,684 1,684 1,684 1,682 1,681 1,684 1,684 1,680 1,679 1,680
前月との比較 0 0 -2 -1 3 0 -4 -1 1
H31.3との比較 0 0 -2 -3 0 0 -4 -5 -4

沖縄
現存数 1,257 1,257 1,257 1,257 1,260 1,263 1,265 1,266 1,268 1,266
前月との比較 0 0 0 3 3 2 1 2 -2
H31.3との比較 0 0 0 3 6 8 9 11 9

計
現存数 16,912 16,892 16,879 16,862 16,859 16,864 16,873 16,870 16,849 16,856
前月との比較 -20 -13 -17 -3 5 9 -3 -21 7
H31.3との比較 -20 -33 -50 -53 -48 -39 -42 -63 -56
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H31.3 H31.4 R1.5 R1.6 R1.7 R1.8 R1.9 R1.10 R1.11 R1.12

福岡
現存数 81 80 80 81 82 82 82 82 67 67
前月との比較 -1 0 1 1 0 0 0 -15 0
H31.3との比較 -1 -1 0 1 1 1 1 -14 -14

佐賀
現存数 43 43 43 43 51 51 59 59 59 59
前月との比較 0 0 0 8 0 8 0 0 0
H31.3との比較 0 0 0 8 8 16 16 16 16

長崎
現存数 81 82 82 81 82 83 83 84 84 84
前月との比較 1 0 -1 1 1 0 1 0 0
H31.3との比較 1 1 0 1 2 2 3 3 3

熊本
現存数 52 52 53 50 50 50 50 51 52 55
前月との比較 0 1 -3 0 0 0 1 1 3
H31.3との比較 0 1 -2 -2 -2 -2 -1 0 3

大分
現存数 34 34 34 34 39 39 39 39 39 40
前月との比較 0 0 0 5 0 0 0 0 1
H31.3との比較 0 0 0 5 5 5 5 5 6

宮崎
現存数 86 87 87 87 87 87 87 87 88 91
前月との比較 1 0 0 0 0 0 0 1 3
H31.3との比較 1 1 1 1 1 1 1 2 5

鹿児島
現存数 229 224 223 223 224 224 225 225 226 227
前月との比較 -5 -1 0 1 0 1 0 1 1
H31.3との比較 -5 -6 -6 -5 -5 -4 -4 -3 -2

沖縄
現存数 46 47 47 47 47 47 46 46 46 45
前月との比較 1 0 0 0 0 -1 0 0 -1
H31.3との比較 1 1 1 1 1 0 0 0 -1

計
現存数 652 649 649 646 662 663 671 673 661 668
前月との比較 -3 0 -3 16 1 8 2 -12 7
H31.3との比較 -3 -3 -6 10 11 19 21 9 16
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